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Ⅰ．はじめに
平成27年のがん罹患数を予測した結果が国立

がん研究センターがん情報サービスで紹介され
た。予測がん罹患数は全がん982,100人（男女
計）、女性の全がんは421,800人で、そのうち、
乳がんが89,400人で第１位と予測されている。
乳がんの早期発見、早期治療の重要性がますま
す高まっている。

さて、新潟市医師会乳がん検診検討委員会は
佐野宗明先生を委員長に平成21年度に結成さ
れ、数々の課題を解決しながら、乳がん検診の
精度管理を行なってきた。本号では平成26年度
新潟市乳がん検診の結果について報告する。

Ⅱ．平成26年度新潟市乳がん検診結果
１．平成26年度新潟市乳がん検診結果

平成26年度新潟市乳がん検診結果を直近５年
間とともに示す（表１）。

１）受診率（受診者数/対象者数）
平成26年度は19.03％と平成25年度の受

診率17.23％に比べて上昇していた。平成
26年度は過去の無料クーポン券（乳がん検
診を無料で受けられる）の未使用者に再度
クーポンを送付したため、受診率が高いと
考えられた。

２）要精検率
要精検率は6.6％と国の許容値11.0％より

も低く、優れている。しかし、初診40〜44
歳、45〜49歳の要精検率は8.1、8.6％と50
歳以上より高い（表１、２）。

３）精検受診率
精検受診率は97.9％と例年国の目標値

90％を超えており、優れている（表１）。
４）発見乳がん数、発見率、陽性反応的中度

発見がん数は76例で、その発見率は
0.40％（国の許容値0.23％以上）、陽性反応

表１．新潟市乳がん検診結果



的中度（PPV）は6.1％と（国の許容値2.5％
以上）を上回っている（表１）。年齢別に
みると初診40〜44歳の発 見率、PPVは
0.16％、2.1％と他の年代より低い可能性が
ある（表２）。

５）早期がん率（図１）
早 期 が ん 率（ 腫 瘤 径2.0cm以 下 ） は

54.8％、超早期がん率（非浸潤がん、腫瘤
径1.0cm以下）9.6％と過去と比較して、や
や低迷している。

２．集団検診と施設検診の個別成績
平成26年度の新潟市の一次検診は集団検診を

２機関、施設検診を12施設で担当した。現在、
施設検診は40〜59歳の偶数年齢の女性と決めら
れているが、施設検診では平成26年度も受診者
数は増加している（表３）。施設検診受診者数
は5,558名で、40〜59歳の総受診者12,365名の
44.9％に相当し、この年代では約半数が施設に
て検診を受診していることになる。

施設検診の受診者の内訳は初診が4,458人

表２.　平成26年度乳がんの年齢階級別発見率とPPV

表３.　施設検診受診者数

　図１．早期がん率



（80.2％）、再診が1,100人（19.8％）であり、初
診が圧倒的に多い。がん発見率、PPVは初診
で、それぞれ0.4％、5.0％であり、再診の0.2％、
2.2％に比べて、初診群で高かった。

施設検診を担当した施設別に検診感度の指標
としてのがん発見率とPPVをみると、新潟白根
総合病院、新津成人病検診センター、岩室リハ
ビリテーションセンター、岩室成人病検診セン
ターはがん発見率は０％であった（表４）。そ
の原因に母集団の少なさが考えられる。

３．初診・再診の比率
集団と施設検診全体の初診受診者数は11,379

人、再診受診者数7,832人で初診59.2％、再診
40.8％であった。乳がん発見率は、初診0.43％
で、再診の0.34％より高くなっている（表５）。
再診受診者には乳がん検診を繰り返し受診され
る方が含まれる。再診受診者はがん検診への意
識が高く、先行する検診で異常なしであっても
また検診を受診されるので、初診に比べて乳が
ん発見率が低い傾向にある。
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 表４.　平成26年度の集団検診機関および施設検診施設の個別結果

表５．初診・再診別乳がん発見率と初診率



４．区別成績
８つの区の集団検診の成績を示す（カッコ内

はがん発見率、表６）。北区は受診者数1,493人
（0.33％）、東区2,034人（0.34％）、中央区2,258
人（0.75％）、西区2,618人（0.46％）、西蒲区　
1,095人（0.27％）、江南区1,799人（0.28％）、秋
葉区1,452人（0.28％）、南区789人（0.38％）で
あり、全体として大きな差はなかった。

５．精検施設別受診数とPPV
新潟市が定めた精検協力施設を受診した

1,205例のPPVは6.1％であり、PPVの許容値

2.5％以上を凌ぐ良好な成績であった（表７）。
一方で、平成26年度の未受診者数は27例

（1268例中の2.1％）と多くはないものの、未受
診者の中には乳がんが高率に含まれている可能
性があり、精検受診の勧奨が重要である。

Ⅲ．考　察
平成26年度の新潟市の乳がん検診結果では、

40〜44歳、45〜49歳の要精検率は8.0、8.2％と
50歳以上より高い。また、40〜44歳の発見率、
PPVは0.16％、2.0％と他の年代より低い傾向に
ある。この原因として、40歳代はデンスブレス

（％）

 表６．平成26年度新潟市の集団検診における区別成績

表7．精検施設別受診数とPPV



ト（乳房の脂肪がそれほど多くなく、乳腺の密
度の高い高濃度乳腺）が多く、マンモグラ
フィーでは診断が困難な症例があることが指摘
されている。

これに対して、マンモグラフィーに超音波断
層撮影（US）併用の効果を検証する大規模ラ
ンダム化比較試験Japan Strategic Anticancer
Randomized Trial ; J-START１）が行われた。
乳がん発見数は対照群36,139例中117例に対し
て、介入群（US併用検診群）では36,859例中
184例（約50％増加）であり、介入群の感度は
91％であった。ちなみに、40歳代のマンモグラ
フィー検診の成績２）では、感度は71％、偽陰
性率約30％であったことから、J-STARTでの
介入群（マンモグラフィー＋US併用群）では
偽陰性率が半分になったことになる。

国のがん検診のあり方検討委員会は、US併
用検診では感度は上昇するものの特異度が低下
して要精検が増加すること、死亡率低減効果が
示されていないことから、不利益を最小化する
ための対策等を検証していく必要があるとして
いる。マンモグラフィーとUS併用検診を導入
する場合には、特異度の低下に対応するため
に、マンモグラフィーとUSの結果を総合的に
判定する「総合判定方式」の導入が必須になる
が、検診体制、US検査施行者の確保など、解
決すべき問題が山積している。

Ⅳ．おわりに
乳がん検診の意義は死亡率の低減による予後

の向上である。マンモグラフィーでなければ発
見できない超早期がん（非浸潤癌）の段階で発
見されれば、再発・転移の可能性は限りなくゼ
ロに近く、乳がん死亡率の減少につながる。

そのために一人でも多くマンモグラフィー受
診することが大切であり、乳がん検診の有効性
を広く伝え、受診率の向上につなげることが大
切である。
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